
＜土総様式１＞ ok

土木総務課№ 18 策定年月日 令和2年2月10日

施設名称 所管所属名称

大分類 公用施設 中分類 防災関係施設 小分類 防災機材倉庫

構造 コンクリートブロック 用途 水防倉庫 建築日 S50.3.20

経過年数 44年 耐用年数 ４１年 目標使用年数 ５４年

運営方式 直営 管理者名称 北部土木事務所 全延床面積（㎡） ９９．９０㎡

所在地

必要性の有無 有

個別施設計画

施設情報

中新田水防倉庫 北部土木事務所

公共施設等総合管理方針施設分類

主要建物概要

加美町字薬師堂一番４１－１・４１－２

２　計画期間

令和２年度から令和１１年度までの１０年間

３　点検・診断によって得られた個別施設の状態

別添「県有建築物保全点検調査結果票」（準用版）のとおり

４　当該施設の必要性

施設間・対策間の優
先順位の判断内容

令和元年度現在、耐用年数４１年（目標使用年数５４年）に対し、築44年を経過し、全体的に老
朽化している。
令和元年６月に実施した県有建築物保全点検（準用版）結果では、屋根面全体に錆が見られ
たこと、また出入口扉の塗装がはがれ、鍵、開閉不良が見られたことから、ともに「要是正」の
判定を受けている。早急な対策が必要なことから、予算要求をし令和３年度に修繕していく。
過去５年間においては、特に修繕実績は無い。今後は、計画的な保全点検を進めながら、適
正な維持管理をしていく。

業務内容

必要性の判断理由
加美町に位置し、北部土木事務所管内の水防作業に対して効率的な支援ができるよう資器
材を備蓄するための施設である。水防法第七条の水防計画に水防倉庫の設置等について規
定されており、地域住民を水災から守るためにも必要性が高い。

５　施設ごとの今後の対策

管理に関する基本的
な考え方を踏まえた
施設の管理方針

　水防作業の遂行に当たり必要不可欠な施設であり、適正な維持管理が必要なことから、今
後も適切な維持管理に努める。
　点検・補修結果については、データを蓄積し今後の施設保全に活用する。令和３年度以降計
画的に修繕を行う。
　また、予防保全の考え方を取り入れ、劣化状況等に応じた周期的な改修等を図るとともに、
計画的な修繕・更新を行う。

１　対象施設・施設概要

設置根拠規定等
地方自治法第１５５条第１項、第１５６条第１項
行政機関設置条例第１５条
水防法第２条、第７条ほか

行政組織規則第９５条第６項
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番号
中長期
保全計画
対象区分

1500㎡以
上

防災拠点 建物名称 財産区分
取得
年月日

建築
年月日

建面積
（㎡）

延床面積
（㎡）

階数
（地上）

階数
（地下）

建物用途 建物構造
耐用
年数

目標
使用
年数

経過
年数

点検区分

1 － － － 中新田水防倉庫 行政財産 S50.3.20 S50.3.20 99.9 99.9 1 防災機材倉庫 コンクリートブロック 41 54 44 保全点検準用
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土総№

中新田水防倉庫（棟情報一覧）



＜土総様式２＞

土総№ 18 中新田水防倉庫

短期保全計画表（施設全体） （千円）
R１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 備考

0 0 1,042 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 245 245 245 245 245 245 245 245

0 0 1,042 245 245 245 245 245 245 245 245

（棟別内訳） （千円）
R１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ 備考

○ ○ ○

１棟 水防倉庫 ○ ○ ○

２棟

塗装改修工事

1,042

国交省平均単価 国交省平均単価 国交省平均単価 国交省平均単価 国交省平均単価 国交省平均単価 国交省平均単価 国交省平均単価

0 245 245 245 245 245 245 245 245

イ　点検・診断　（実施予定年度に○）

　施設名称：
ロ　中長期保全計画に係る対策費用　又は
修繕A（予防保全）に係る費用
ハ　中長期保全計画に係る対策費用　又は
修繕B（事後保全）に係る費用

ニ　耐震化費用（非構造部材）

ホ　更新・建替

へ　複合化・集約化

ト　機能転換・用途変更

チ　廃止・撤去

施設維持管理費
（施設の維持管理に係る通常の予算額）

合計

１棟

ロ　中長期保全計画に係る対策費用　又は
修繕A（予防保全）に係る費用

１棟 水防倉庫

２棟

ハ　中長期保全計画に係る対策費用　又は
修繕B（事後保全）に係る費用

１棟 水防倉庫

２棟

ニ　耐震化費用（非構造部材）

ト　機能転換・用途変更

２棟

ホ　更新・建替

１棟

２棟

へ　複合化・集約化

１棟

２棟

２棟

１棟

２棟

チ　廃止・撤去

１棟

２棟

施設維持管理費
（施設の維持管理に係る通常の予算額）

１棟




